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１ 財務書類の作成にあたって 

地方公会計制度導入の目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間の企業会計と地方公会計制度の違い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務書類の作成基準 

 

 

 

 

 

市の予算、決算、会計制度は、地方自治法等の法令により、その処理方法等が規

定されています。これらは、民間企業で採用されている「発生主義会計」に対し

て、「現金主義会計」と呼ばれ、現金の動きに重点を置いたものとなっています。 

しかし、現金主義会計だけでは、土地や建物などの資産、将来返済する借入金な

どの負債及び現金支出を伴わない減価償却費などの実態がつかみにくいことか

ら、各自治体では、企業会計の経理手法である「発生主義・複式簿記」を基本とし

た財務書類を作成しています。 

本市においても、財政運営や財政状況の透明性をより一層高めるために、健全

な財政運営に関する条例に基づき、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計

算書及び資金収支計算書の４種類の財務書類を作成しています。 

財務書類の作成方法については、平成 27年 1月に総務省が、固定資産台帳の整

備と複式簿記の導入を前提とした財務書類の作成に関する統一的な基準を定めて

おり、本市においても平成 28 年度決算から統一的な基準による財務書類を作成

し、公表しています。 

 地方公会計制度は、民間企業の会計手法を取り入れたものですが、民間企業と市

では、そもそもの目的が異なります。民間企業の目的は、利益の獲得にあります

が、市の財政活動は、市民の皆さんから納めていただいた税収等を財源として配

分することにあり、利益の獲得を目的としてはいません。 

 財務書類においても、民間企業では、企業経営に資することを目的としており、

例えば、収益とコストを差し引いた損益計算書を作成していますが、市では、損益

計算書は作成せず、財政活動により発生したコストを明らかにする行政コスト計

算書を作成するなど、企業会計の手法を用いつつも、独自の財政活動の特性を踏

まえて作成しています。 

作成基準日は、決算日（３月末日）とし、出納整理期間（決算日までに確定した

収支を整理するための決算日翌日から５月末日までの期間）の収支は、決算日ま

でに決済したものと整理しています。 
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財務書類の対象会計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務書類４表の相関図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市の財政は、一つの財布の中でやり繰りをしているのではなく、いくつかの財

布＝「会計」に分けてやり繰りをした方が合理的なものがあり、これを「○○特

別会計」や「○○事業会計」と呼んで一般会計と分けています。 

そのため、一般会計に計上される事業費が各自治体によって異なることから、

他の自治体との比較を可能とするため、一般会計と市独自の特別会計を合わせた

「一般会計等財務書類」、法律等により設置している国民健康保険特別会計や水道

事業会計などの会計を加えた「全体財務書類」、さらに、市が出資等している関連

団体を加えた「連結財務書類」の３つの区分の財務書類を作成しています。 

一般会計等 

・一般会計 
・鶴瀬駅西口土地区画整理事業特別会計 
・鶴瀬駅東口土地区画整理事業特別会計 
・公共用地先行取得事業特別会計 

全体 
連結 

・志木地区衛生組合 
・入間東部地区事務組合 
・埼玉県市町村総合事務組合 
・埼玉県後期高齢者医療広域連合 
・彩の国さいたま人づくり広域連合 
・公益財団法人キラリ財団 
・社会福祉法人入間東部福祉会 

 

・国民健康保険特別会計（事業勘定） 
・介護保険特別会計 
・後期高齢者医療事業特別会計 
・水道事業会計 
・下水道事業会計 

●貸借対照表 

●資金収支計算書 

●行政コスト計算書 

●純資産変動計算書 

収入 － 支出 

＝ 

資金増減額 

＋ 

期首資金残高 

＝ 

期末資金残高 

期首純資産残高 

－ 

純行政コスト 

＋ 

税収等、国県等補助金 

± 

資産評価替え等 

＝ 

期末純資産残高 

経常収益 － 経常費用  

＋ 臨時利益 － 臨時損失 

＝ 純行政コスト 

資産 

 

現金預金 

負債 

純資産 
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２ 貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 5年度の財政状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸借対照表は、決算日時点で市がどのような資産をどのくらい保有しているのか

（資産保有状況）と、その資産がどのような財源でまかなわれているか（財政調達

状況）を対照表で示したものです。貸借対照表により、決算日時点における市の資

産・負債・純資産といったストック項目の残高が明らかにされます。 

借方（かりかた） 貸方（かしかた） 

資 産 負 債 

純資産 

行政サービスを提供するための公共施設

の固定資産や行政サービスに使用する現

金等 

地方債などの将来世代の負担 

これまでの世代の負担 

・固定資産等形成分…資産形成のために

充当した資源の蓄積 

・余剰分（不足分）…費消可能な資源の

蓄積（例：現金預金） 

「資産」＝「負債」＋「純資産」 

借方と貸方が均衡（バランス）します 

資産合計は、1,284 億 25 百万円となり、前年度に比べ 15 億 89 百万円の増、率

にして 1.3％の増となりました。有形固定資産は、水谷小学校校舎増築工事や特別

支援学校屋内運動場の大規模改修工事等により 12 億 87 百万円増加しました。投

資その他の資産は、新庁舎整備基金の積み立て等により 5 億 21 百万円増加しまし

た。流動資産は、財政調整基金の取り崩し等により 2 億 18 百万円減少しました。 

負債合計は、279 億 25 百万円となり、前年度に比べ 7 億 21 百万円の減、率にし

て 2.5％の減となりました。これは地方債及び１年内償還予定地方債について、償

還額よりも新たな地方債の発行収入が下回り、7 億 21 百万円減少したこと等によ

るものです。 
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富士見市（一般会計等） （単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

※1　百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

※2　単位未満の計数があるときは「0」を、計数がないときは「－」を表示しています。

-

純資産合計 100,500

資産合計 負債及び純資産合計 128,425

4,865

-

-

△ 14

128,425

1,641

85

-

4,865

4,589

-

6,578

△ 13

-

-

4,589

-

4,934

190

5

186

-

167

-

-

-

42

610

△ 517

△ 24,830

55

-

2,131

△ 942

39,047

36 126,713

47,308 △ 26,213

31,806

- -

- 負債合計 27,925

-

- -

- 446

- 397

△ 452 -

- -

- -

48,531 -

△ 28,722 3,593

640 2,750

69,513 -

49,480 3,037

- -

121,848 24,332

116,914 21,296

【様式第１号】

貸借対照表
（令和　６年　３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額
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用語解説 
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説明

事業用資産
　行政財産のうち、庁舎、出張所、保育所、児童館、学校、図書
館、体育館などの資産と普通財産をいいます。

インフラ資産
　行政財産のうち、道路、河川、公園、上下水道施設などの資産
をいいます。

減価償却累計額

　建物や工作物などの時間経過による価値減少額をいいます。
　なお、建物や工作物等に計上されている金額は取得額等にな
るため、減価償却累計額を差し引いた残額が、決算日時点の資
産価値になります。
　本市の減価償却の方法は、定額法です。

建設仮勘定
　完成前の建物等の設計に要した費用等をいいます。
　完成後は、建物や工作物など各資産に計上されることになりま
す。

物品
　取得価格が50万円（美術品は300万円）以上の備品等をいいま
す。

無
形
固
定
資
産

ソフトウェア

　市が所有するシステム等の取得価格から減価償却累計額を控
除した価額をいいます。
　なお、映像ソフトのようなものは含まず、物品等を稼働させるた
めのソフトウェアは物品一体として物品等に計上されるため含ま
れません。

有価証券 　市が保有している債券等をいいます。

出資金 　公有財産として管理されている出資金や出損金等をいいます。

長期延滞債権 　前年度以前に発生した、市税の滞納金額等をいいます。

長期貸付金 　翌々年度以降に償還期限が到来する貸付金をいいます。

基金　その他
　基金とは、目的ごとに積立てた財産のことで、本市の場合は、
公共施設整備基金等をいいます。

徴収不能引当金
　長期延滞債権や未収金などの債権のうち、不納欠損等による
徴収不能額の見込額を計上しているもので、直近5年間の平均
額を計上しています。

現金預金
　市の会計の現金のほか、歳計外現金（天引きした所得税などの
将来的に手元に残らない金額）も含みます。

未収金 　今年度に発生した市税の滞納金額等をいいます。

短期貸付金 　翌年度に償還期限が到来する貸付金をいいます。

基金　財政調整基金
　年度間の財源の不均衡を調整する財政調整基金の積立金をい
います。

棚卸資産 　売却を目的として保有している資産をいいます。

項目

【資産の部】

有
形
固
定
資
産

投
資
そ
の
他
の
資
産

流
動
資
産
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説明

地方債
　借入金のうち、翌々年度以降に償還する予定額の合計額をい
います。

退職手当引当金
　決算日をもって市職員全員が自己都合で退職した場合に必要
となる退職手当の見込額をいいます。

その他
　上記以外の固定負債をいいます。具体的には、リース債務で
す。

1年内償還予定地方債 　借入金のうち、翌年度に償還する予定額をいいます。

賞与等引当金

　翌年度に支出する予定の期末・勤勉手当及び法定福利費のう
ち、今年度の期間に対応する金額をいいます。
　具体的には、6月支給予定の期末・勤勉手当及び法定福利費
のうち、12月～3月分に対応する金額をいいます。

預り金
　決算日時点で、預かっている金額をいい、天引きした所得税な
どの将来的に手元に残らない金額をいいます。

その他
　上記以外の流動負債をいいます。具体的には、リース債務で
す。

　資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、原則として金
銭以外の形態（固定資産等）で保有されます。換言すれば、市が
調達した資源を充当して資産形成を行った場合、その資産の残
高（減価償却累計額の控除後）を意味します。

　市の費消可能な資源の蓄積をいい、原則として金銭の形態で
保有されます。

【純資産の部】

固定資産等形成分

余剰分（不足分）

項目

【負債の部】

固
定
負
債

流
動
負
債



３ 行政コスト計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 5年度の財政状況について 
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行政コスト計算書は、一会計期間において、資産形成に結びつかない経常的な行

政活動に係る費用と、その行政活動と直接の対価性のある使用料・手数料などの経

常的な収益を対比させた財務書類です。 

経常的な費用と収益の差額によって、地方公共団体の一会計期間中の行政活動の

うち、資産形成に結びつかない経常的な活動について税収等でまかなうべき行政コ

スト（純経常行政コスト）が明らかにされます。 

科目 金額 

純経常行政コスト 

純行政コスト 

経常費用 

 ・・・ 

経常収益 
 ・・・ 

臨時損失 
 ・・・ 

臨時利益 
 ・・・ 

人件費、物件費、移転費用（補助金等）など

を発生額で計上しているんだよ。 

※期間中に支出した金額のほか、減価償却費

など、金銭のやりとりがない費用も計上し

て、コストを計算しているんだよ。 

経常的に発生する費用から、使用料及び手数

料といった受益者負担収益を差し引き、純経

常行政コストを算定しているんだよ。 

臨時に発生する損失、利益を加味して純行政

コスト（税を主とする一般財源等でまかなう

べきコスト）を算定しているんだよ。 

経常費用は、351 億 77 百万円となり、前年度に比べ 15 億 12 百万円の増、率に

して 4.5％の増となりました。これは、学校給食費の公会計化に伴う賄材料費等の

計上や、学校給食の調理業務等の委託化に伴う委託費用の皆増等の影響で物件費が

10 億 35 百万円増加していること等によるものです。経常費用の内訳では、物件費

が 99 億 84 百万円、率にして 28.4％と一番多く、次いで社会保障給付は 87 億 72

百万円、率にして 24.9％でした。 

経常収益は、11 億 32 百万円となり、前年度に比べ 2 億 34 百万円の増、率にし

て 26.1％の増となりました。これは、学校給食費の公会計化に伴う学校給食費徴収

金の計上等によるものです。 



 

富士見市（一般会計等） （単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

144

289

34,045

-

【様式第２号】

行政コスト計算書
自　令和　５年　４月　１日
至　令和　６年　３月３１日

科目 金額

16

35,177

17,480

5,638

5,048

446

-

-

11,666

9,984

235

1,432

843

176

48

13

115

17,697

6,513

8,772

2,269

143

1,132

-

-

-

-

-

※1　百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

※2　単位未満の計数があるときは「0」を、計数がないときは「－」を表示しています。

13

13

34,031
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用語解説 
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説明

職員給与費
　職員（会計年度任用職含む）の給料、手当、共済費等をいいま
す。

賞与等引当金繰入額

　翌年度に支出する予定の期末・勤勉手当及び法定福利費のう
ち、今年度の期間に対応する金額をいいます。
　具体的には、6月支給予定の期末・勤勉手当及び法定福利費
のうち、12月～3月分に対応する金額をいいます。

退職手当引当金繰入額

　決算日をもって市職員全員が自己都合で退職した場合に必要
となる退職手当の見込額のうち、今年度に発生した金額をいいま
す。
　ただし、本市の場合は、他の地方公共団体等と一部事務組合
を設立し分担金等を負担していますので、退職手当引当金繰入
額には計上せず、移転費用の補助金等において、今年度に支
出した分担金等を計上しています。

その他
　上記以外の人件費をいいます。具体的には、議員報酬や委員
報酬などです。

物件費
　消耗品費などの需用費、委託料、賃金、報償費、旅費、交際
費、通信運搬費、使用料及び賃借料等をいいます。

維持補修費 　資産の機能維持のために必要な修繕費等をいいます。

減価償却費

　一定の耐用年数に基づき計算された今年度の負担となる資産
価値減少額をいいます。
　耐用年数の計算は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省
令」に準じています。

その他
　上記以外の物件費等をいいます。具体的には、公用車の自動
車損害保険料などです。

支払利息 　借入金等に係る利息負担金額をいいます。

徴収不能引当金繰入額 　徴収不能引当金の今年度発生金額をいいます。

その他
　上記以外のその他の業務費用をいいます。具体的には、市税
の過年度過誤納還付金などです。

そ

の

他

の

業

務

費

用

業
務
費
用

項目

【経常費用】

人
件
費

物
件
費
等
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説明

補助金等 　負担金、補助及び交付金をいいます。

社会保障給付 　社会保障給付としての扶助費等をいいます。

他会計への繰出金
　国民健康保険特別会計や下水道事業会計など地方公営事業
会計に対する繰出金をいいます。

その他
　上記以外の移転費用をいいます。具体的には、補償、補填及
び賠償金や公課費などです。

　施設の使用料や証明書発行手数料等の収入をいいます。

　上記以外の経常収益をいいます。具体的には、財産貸付収
入、延滞金、雑入などです。

　災害復旧に関する費用をいいます。

　資産の売却による収入が帳簿価額を下回る場合の差額及び除
却した資産の除却時の帳簿価額をいいます。

　投資損失引当金の今年度発生金額をいいます。

　損失補償等引当金の今年度発生金額をいいます。

　上記以外の臨時損失をいいます。

　資産の売却による収入が帳簿価額を上回る場合の差額をいい
ます。

　上記以外の臨時利益をいいます。

資産売却益

その他

項目

移
転
費
用

【経常収益】

使用料及び手数料

その他

【臨時損失】

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

【臨時利益】



４ 純資産変動計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 5年度の財政状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－11－ 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が、1 年

間でどのように変動したかを表す財務書類です。 

純資産変動計算書においては、地方税、地方交付税などの一般財源、国県支出金

などの特定財源が純資産の増加要因として直接計上され、行政コスト計算書で算出

された費用（純行政コスト）が純資産の減少要因として計上されることなどを通じ

て、1 年間の純資産総額の変動が明らかになります。また、固定資産等の変動によ

り、純資産の変動要因がわかります。 

科目 合計 

本年度差額 

本年度末純資産残高 

純行政コスト（△） 

財源 

税収等 

国県等補助金 

固定資産等の変動（内部変

動） 

  ・・・ 

   ・・・ 

本年度純資産変動額 

純行政コストの金額に対

して、税収及び国の補助

金等受入の金額がどの程

度あるかをみると、受益

者負担以外の財源でどの

程度まかなわれているか

把握できるよ。 

前年度末純資産残高 

固定資産 

等形成分 
余剰分 

（不足分） 

 本年度末純資産残高は、1,005 億円となり、23 億 10 百万円の増、率にして 2.4％

の増となりました。 

純行政コスト△340 億 31 百万円に対し、財源は 363 億 21 百万円であり、本年

度差額は 22 億 90 百万円となっています。財源では、66.9％が税収等であり、国県

等補助金は 33.1％となっています。 

固定資産等の変動は、14 億 33 百万円となり、有形固定資産等の増加は、水谷小

学校校舎増築工事や特別支援学校屋内運動場の大規模改修工事等により 26 億 99

百万円、有形固定資産等の減少は、減価償却費が大部分を占め△14 億 32 百万円と

なっています。また、貸付金・基金等の増加は、各種基金への積立てにより 11 億

17 百万円となり、貸付金・基金等の減少は、財政調整基金の一般会計への繰入れ等

により、△9 億 51 百万円となりました。 



 

 

用語解説 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

富士見市（一般会計等） (単位：百万円）

固定資産

等形成分

余剰分

（不足分）

前年度末純資産残高 125,259 △ 27,069

純行政コスト（△） △ 34,031

財源 36,321

税収等 24,304

国県等補助金 12,017

本年度差額 2,290

固定資産等の変動（内部変動） 1,433 △ 1,433

有形固定資産等の増加 2,699 △ 2,699

有形固定資産等の減少 △ 1,432 1,432

貸付金・基金等の増加 1,117 △ 1,117

貸付金・基金等の減少 △ 951 951

資産評価差額 -

無償所管換等 20

その他 - -

本年度純資産変動額 1,454 857

本年度末純資産残高 126,713 △ 26,213

2,290

【様式第３号】

純資産変動計算書
自　　令和　５年　４月　１日

至　　令和　６年　３月３１日

科目 合計

98,190

△ 34,031

36,321

24,304

12,017

※1　百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

※2　単位未満の計数があるときは「0」を、計数がないときは「－」を表示しています。

20

-

2,310

100,500

-

－12－ 

説明

　行政コスト計算書の純行政コストと連動します。

税収等 　市税、地方交付税及び地方譲与税等をいいます。

国県等補助金 　国からの補助金や県からの補助金等をいいます。

有形固定資産等の増加 　固定資産の取得に要した金額などをいいます。

有形固定資産等の減少
　固定資産の減価償却費や売却等による固定資産の減少額な
どをいいます。

貸付金・基金等の増加 　貸付金や基金への積立額などをいいます。

貸付金・基金等の減少 　貸付金の償還額や基金の取崩額などをいいます。

　有価証券等の評価差額をいいます。

　無償取得した固定資産の評価額等をいいます。

　上記以外の純資産及びその内部構成の変動をいいます。

固
定
資
産
等
の
変
動

項目

資産評価差額

無償所管換等

その他

純行政コスト

財
源



５ 資金収支計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 5年度の財政状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度資金収支額は、1 億 37 百万円のプラスとなり、本年度末資金残高は、12

億 44 百万円となっています。 

業務活動収支は、業務収入 370 億 74 百万円に対し、業務支出が、336 億 8 百万

円となるなど、34 億 66 百万円のプラスとなっています。業務収入では、税収等収

入の全体に占める割合が 65.5％と一番高く、業務支出では、物件費等支出が、30.2％

と一番高くなっています。 

投資活動収支は、投資活動収入 12 億 18 百万円に対し、投資活動支出が、38 億

27 百万円となり、26 億 9 百万円のマイナスとなっています。 

財務活動収支は、財務活動収入 20 億 6 百万円に対し、財務活動支出が、27 億 27

百万円となり、7 億 21 百万円のマイナスとなっています。これは、地方債の償還

額よりも新たな地方債の発行収入が下回ったもので、地方債残高が減少したことが

わかります。 

－13－ 

資金収支計算書は、一会計期間における、地方公共団体の行政活動に伴う現金等

の資金の流れを性質の異なる３つの活動に分けて表示した財務書類です。現金等の

収支の流れを表したものであることからキャッシュ・フロー計算書とも呼ばれま

す。 

科目 金額 

【投資活動収支】 

【財務活動収支】 

現金収支は、歳入歳出決算書でもわか

るけど、資金収支計算書では、「業務活

動収支」「投資活動収支」「財務活動収

支」という３つの活動に分けて、市の

資金がどのような活動に使われたの

かがわかるんだ。 

【業務活動収支】 



 

富士見市（一般会計等） （単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債発行収入

その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

33,608

15,911

5,588

10,160

【様式第４号】

資金収支計算書
自　　令和　５年　４月　１日

至　　令和　６年　３月３１日

科目 金額

48

115

17,697

6,513

8,772

2,269

2,773

37,074

24,284

11,703

289

798

-

-

-

-

3,827

3,466

143

本年度資金収支額 137

△ 721

2,727

1,052

-

1

-

1,218

314

890

1

13

-

△ 2,609

2,727

-

2,006

2,006

-

※1　百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

※2　単位未満の計数があるときは「0」を、計数がないときは「－」を表示しています。

前年度末資金残高 1,107
本年度末資金残高 1,244

407

△ 10

397

1,641

－14－ 



用語解説 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

説明

人件費支出 　職員の給与費のほか、委員報酬などに係る支出をいいます。

物件費等支出
　消耗品費や委託料のほか、備品購入費などに係る支出をいい
ます。

支払利息支出 　借入金等に係る支払利息の支出をいいます。

その他の支出 　上記以外の業務費用支出をいいます。

補助金等支出 　負担金、補助及び交付金に係る支出をいいます。

社会保障給付支出 　社会保障給付に係る支出をいいます。

他会計への繰出支出 　他会計への繰出金に係る支出をいいます。

その他の支出 　上記以外の移転費用支出をいいます。

　市税、地方消費税交付金、地方交付税、分担金及び負担金、
寄附金等の収入をいいます。

　国や県からの補助金等のうち、業務支出の財源に充当した収
入をいいます。

　施設の使用料や証明書発行手数料等の収入をいいます。

　上記以外の業務収入をいいます。具体的には、財産貸付収
入、市税の延滞金、雑入などです。

　災害復旧事業費に係る支出をいいます。

　上記以外の臨時支出をいいます。

　臨時にあった収入をいいます。

　有形固定資産等の形成に係る支出をいいます。

　基金への積立てに係る支出をいいます。

　投資及び出資金に係る支出をいいます。

　貸付金に係る支出をいいます。

　上記以外の投資活動支出をいいます。

項目

【業務活動収支】

業
務
費
用
支
出

移
転
費
用
支
出

業
務
支
出

業
務
収
入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨

時

支

出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

【投資活動収支】

投
資
活
動
支
出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

－15－ 
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説明

　国や県からの補助金等のうち、投資活動支出の財源に充当し
た収入をいいます。

　基金取崩による収入をいいます。

　貸付金に係る元金回収収入をいいます。

　資産売却による収入をいいます。

　上記以外の投資活動収入をいいます。

　借入金に係る元本償還の支出をいいます。

　上記以外の財務活動支出をいいます。

　借入による収入をいいます。

　上記以外の財務活動収入をいいます。

その他の収入

投
資
活
動
収
入

その他の収入

【財務活動収支】
財

務

活

動

支

出

地方債償還支出

その他の支出
財

務

活

動

収

入

地方債発行収入

項目

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入



６ 財務書類の数値を用いた主な指標について 

 

〇将来世代に残る資産はどのくらいあるか 
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① 住民一人当たりの資産額 

貸借対照表の資産額を決算日時点の住民基本台帳人口で除して住民一人当たり

の資産額を算出したもので、将来に残る資産額をみることができます。 

資産合計 

住民基本台帳人口 

128,425 百万円 

113,335 人 

算定式 

今年度の数値 1,133,145 円 

126,836 百万円 

113,089 人 
前年度の数値  1,121,559 円 

 

② 歳入額対資産比率 

資金収支計算書の歳入総額に対する貸借対照表の資産合計の比率を算出するこ

とにより、これまでに形成されたストックとしての資産が、歳入の何年分に相当す

るかを表し、地方公共団体の資産形成の度合いを把握することができます。 

資産合計 

歳入総額（業務収入＋臨時収入＋投資活動収入＋財務活動収入＋前年度末資金残

 

126,836 百万円 

（36,207＋720＋3,173＋2,405）百万円 

算定式 

今年度の数値 

 2.98 年分 前年度の数値 

128,425 百万円 

（37,074＋1,218＋2,006＋1,107）百万円 
 3.10 年分 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇世代間の負担のバランスはどのようになっているか 
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③ 有形固定資産減価償却率 

貸借対照表の有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計

額の割合を算出することにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過し

ているのかを全体として把握することができます。 

この比率が高いほど、施設が老朽化していることになります。 

減価償却累計額 

有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額 

53,548 百万円 

（115,627－81,587＋53,548）百万円 

算定式 

今年度の数値 

  61.1％ 

54,946 百万円 

（116,914－81,457＋54,946）百万円 

前年度の数値 

 60.8％ 

① 純資産比率 

貸借対照表の純資産合計を資産合計で除し、現世代の負担割合を算定すること

で、将来世代の負担の程度を把握することができます。 

この比率が低いほど、将来世代の負担が大きくなります。 

純資産合計 

資産合計 

98,190 百万円 

126,836 百万円 

算定式 

今年度の数値 

77.4 ％ 

 

100,500 百万円 

128,425 百万円 

前年度の数値 

78.3 ％ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか） 
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② 社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率） 

貸借対照表の有形固定資産に対して、将来の償還等が必要な地方債による調達割

合を算出することで、社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度を把握すること

ができます。 

この比率が高いほど、将来世代の負担が大きくなります。 

地方債合計（特例地方債除く） 

有形・無形固定資産合計 

（24,767 – 12,669）百万円 

115,627 百万円 

算定式 

今年度の数値 

10.5 ％ 

（24,046 – 11,684）百万円 

116,914 百万円 

前年度の数値 

10.6 ％ 

① 住民一人当たりの負債額 

貸借対照表の負債合計を決算日時点の住民基本台帳人口で除して住民一人当た

りの負債額を算出したもので、借金の返済などの将来の負担額をみることができま

す。 

負債合計 

住民基本台帳人口 

28,646 百万円 

113,089 人 

算定式 

今年度の数値 

253,305 円 

 

27,925 百万円 

113,335 人 

前年度の数値 

 246,393 円 
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② 基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

資金収支計算書の業務活動収支（支払利息支出を除く）、投資活動収支（基金積

立金支出及び基金取崩収入を除く）の合算額を算出することにより、地方債等の元

利償還額を除いた歳出と地方債発行収入を除いた歳入のバランスを表す指標とな

り、当該バランスが均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限

り経済規模に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営が実現できて

いると捉えることができます。 

 
業務活動収支（支払利息支出を除く） 

＋投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く） 

（4,054＋△3,908）百万円 

算定式 

今年度の数値 

146 百万円 前年度の数値 

（3,514＋△2,447）百万円 1,067 百万円 

令和 5 年度の一般会計等における基礎的財政収支は前年度に比べ 9 億 21 百万円

の増となりました。大きな要因としましては、業務活動収支において、市税や地方

交付税の増収により税収等収入が 6 億 94 百万円増加したことが挙げられます。 

現状としては黒字を維持しており、収支均衡が保たれている状況にあると言えま

す。今後も収支の均衡を図りつつ、老朽化の進む公共施設の改修や維持管理を適切

に実施していきます。 



〇行政サービスの提供にかかる費用はどのくらいか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇受益者負担の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 受益者負担比率 

行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者

負担の金額であるため、これを経常費用（行政サービスの提供に係る費用）と比較

することにより、行政サービスの提供に対する受益者負担の割合をみることができ

ます。 

経常収益 

経常費用 
算定式 

898 百万円 

33,665 百万円 

今年度の数値 

2.7 ％ 

 

前年度の数値 

1,132 百万円 

35,177 百万円 
3.2 ％ 

① 住民一人当たりの行政コスト 

行政コスト計算書の純経常行政コストを決算日時点の住民基本台帳人口で除して

住民一人当たりの行政コストを算出したもので、行政活動の効率性をみることがで

きます。 

純経常行政コスト 

住民基本台帳人口 
算定式 

32,767 百万円 

113,089 人 

今年度の数値 

289,745 円 前年度の数値 

34,045 百万円 

113,335 人 
300,393 円 

－21－ 
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